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事業事前評価表 

 

Ⅰ．対象事業名 

国名：インド 

案件名：コルカタ東西地下鉄建設事業 

L/A 調印日：2008 年 3 月 10 日 

承諾金額：6,437 百万円 

借入人：インド大統領（The President of India） 

Ⅱ．本行が支援することの必要性・妥当性 

デリーやコルカタ等の大都市では、道路交通需要の増加に伴う交通渋滞が重大な問題と

なっており、経済損失や大気汚染・騒音等の自動車公害による健康被害が深刻化している

ため、交通渋滞緩和及び都市環境の改善を図るための公共交通システムの整備が必要とな

っている。 
インド政府は､第 10 次 5 ヵ年計画（2002 年 4 月～2007 年 3 月）の中で、近年の経済成

長に伴う輸送需要に対応することに加え、安全性・エネルギー効率性・環境保全の観点か

ら、公共交通システムの整備を掲げている。 
現政権の共通綱領（2004 年 5 月）においても、都市交通インフラ整備の重要性が指摘さ

れており、第 11 次 5 ヵ年計画（2007 年 4 月～2012 年 3 月）でも同重要性が言及される見

込みである。 
本行の海外経済協力業務実施方針においては、「経済インフラの整備」及び「環境問題

への対応」が対インド支援の重点分野として位置付けられており、本事業への支援は同方

針に合致する。 
コルカタ市の人口密度は 25,000 人/km2（2001 年、東京 23 区 13,000 人/km2）であり、

世界でもトップクラスの人口過密都市である。コルカタ都市圏における交通手段のシェア

は、公営バスおよび民営バスが 68％、近郊鉄道・環状鉄道 25％、路面電車 2％、地下鉄 2％、

フェリー3％と道路交通への依存度が高い。しかしながら、コルカタ市内の道路面積の割合

は６％と他のインド主要都市と比べても非常に小さいことから（デリー：23％、ムンバイ：

18％）、市内の主要道路において平均車両速度が 20km/h 以下となっており、交通渋滞が

深刻化している。一方、既存の公共交通（バス、鉄道）の輸送能力の向上及び道路網の改

善が困難な状況から、交通渋滞緩和及び自動車公害対策のために、高速輸送システムを整

備することが西ベンガル州政府の都市交通政策・都市環境問題対策の大きな柱となってお

り、本事業に対して本行が支援することの必要性・妥当性は高い。 
Ⅲ．事業の目的等 

本事業は、インド西ベンガル州のコルカタ都市圏において、大量高速輸送システムを建

設することにより、増加する輸送需要への対応を図り、もって交通混雑の緩和と交通公害

減少を通じた地域経済の発展及び都市環境の改善に寄与するものである。 

Ⅳ．事業の内容 

1. 対象地域名 

西ベンガル州コルカタ都市圏 

2. 事業概要 

コルカタ都市圏において高速輸送システム（ハウラー～ソルトレイクの間約 13km）の

整備を行うもの。 

(1) 土木工事 
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ハウラー –  ソルトレーク・セクターV (地上：3.09km、地下：6.1km) 
高架駅（6 駅）、地下駅（6 駅）の建設工事 

(2) 電気・通信・信号システム関連 
(3) 車両調達 

(4) 車両保守基地工事 

(5) コンサルティング・サービス（入札手続補助、施工監理、品質管理、安全管理等） 

うち円借款対象部分は土木工事（地下駅を含む地下部分、全線の軌道部分等）、全線の電

気・通信関連工事、車両調達、コンサルティング・サービス 
3. 総事業費 

 144,537 百万円（うち、円借款対象額：77,079 百万円） 

4. スケジュール 

2008 年 1 月～2014 年 8 月を予定（81 ヶ月）。コンサルティング・サービス完了時をも

って事業完成とする。 

5. 実施体制 

(1) 借入人：インド大統領（The President of India） 

(2) 実施機関：西ベンガル州交通局（Transport Department, Government of West 
Bengal） 

(3) 操業・運営／維持・管理体制：(2)に同じ 

6. 環境及び社会面の配慮 
(1) 環境に対する影響／用地取得・住民移転 

① カテゴリ分類：A 
② カテゴリ分類の根拠：本事業は、「環境社会配慮確認のための国際協力銀行ガイドラ

イン」（2002 年 4 月制定）に掲げる鉄道セクターに該当し、影響を及ぼしやすい特性

を伴うため、カテゴリ A に該当する。 
③ 環境許認可：本事業に係る環境影響評価（EIA）報告書は、西ベンガル州の規定に

基づき 2006 年 11 月及び 2007 年 9 月に同州環境局により承認済み。 
④ 汚染対策：騒音については防音壁､防音パッドの設置等の低減対策が採られる予定。 
⑤ 自然環境面：事業対象地域は都市部にあり、概ね既存道路沿いを計画路線が通過す

ることから、自然環境への望ましくない影響は最小限であると想定される。 
⑥ 社会環境面：本事業に必要な用地取得面積は 22.64ha（うち私有地は 1.08ha）、移

転が必要な住居及び構造物は 380 戸の見込みである。用地取得・住民移転対象者と

の協議が開催されており、用地取得法及び実施機関が作成する住民移転計画に基づ

き、用地取得及び住民移転の手続きが進められる。 
⑦ その他・モニタリング：本事業では、実施機関が騒音、地下水位、大気質、水質、

用地取得、住民移転などについてモニタリングする。 
(2) 貧困削減促進：特になし。 
(3) 社会開発促進（ジェンダーの視点、エイズ等感染症対策、参加型開発、障害者配慮等）：

本事業に従事する多数の労働者は単身居住しており、HIV 感染リスクが高いものと考

えられるため、実施機関は現地 NGO と連携し HIV 予防活動を実施する予定。また、

高齢者・障害者等の利用にも配慮した駅舎・客車（エレベーター、エスカレーター、

ホームドア、構内放送、点字ブロック、車椅子スペース等）とする予定。 
7. その他特記事項 

特になし。 

Ⅴ．事業効果 
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1. 運用・効果指標 

指標名 目標値（2016 年）【事業完成２年後】

稼動率(％／年) 89.4 
車両キロ(千㎞／日) 27.59 
運行数(本／日・1 方向) 213 

乗客輸送量(百万人・km／日) 3.15 
旅客収入(百万ルピー／日) 6.82 

 

2. 受益者数 

1,500 万人（2001 年度のコルカタ都市圏の人口）。なお、運用効果指標における運賃収

入の前提としている 2014 年における 1 日あたりのコルカタ東西地下鉄予想利用客数は 49
万人である。 

3. 内部収益率 （経済的・財務的内部収益率） 
以下の前提に基づき、本事業の経済的内部収益率（EIRR）は 16.95%、財務的内部収

益率（FIRR）は 5.64%となる。 
【EIRR】 
費用：事業費（税金を除く）、運営・維持管理費 
便益：従来の交通機関及び道路のコスト節約効果、本線利用者及び他交通機関利用者

の移動時間の節約効果、道路混雑緩和によるバス等輸送システムの運転費の節

約効果、事故減少及び公害緩和効果 
プロジェクト・ライフ：30 年 

【FIRR】 
費用：事業費、運営・維持管理費 
便益：運賃収入、広告収入、不動産開発収入 
プロジェクト・ライフ：30 年 

Ⅵ．外部要因リスク 

インド及び事業対象周辺地域の経済の停滞／悪化並びに自然災害 

Ⅶ．過去の類似案件の評価結果と本事業への教訓 

過去の鉄道・地下鉄案件の事後評価からは、財務的に自立した事業実施体制の確立が適

切な運営・維持管理の確保の観点から重要との教訓を得ている。財務面の強化のためには

利用率の向上が不可欠であるが、本事業においては、バスやフェリー等の他の交通手段と

の適切な分担を図り、利用率を向上させるため、実施機関はコルカタにおける他の交通担

当機関との協議会を開催する予定である。 
Ⅷ．今後の評価計画 

1. 今後の評価に用いる指標 

(1) 稼動率（稼動車両／調達車両）（%／年） 

(2) 車両キロ（千 km／日） 

(3) 運行数（本／日・1 方向） 

(4) 乗客輸送量（百万人･km／日） 

(5) 旅客収入（百万ルピー／日） 

(6) 内部収益率 FIRR（%）、EIRR（%） 

2. 今後の評価のタイミング 

事業完成 2 年後 

 


